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２０１７年度は、前期と比較して、増収増益の決算となりました。 
 

売上高合計は、卸供給先の減少によりガス販売量は減少したものの、原料費調整
に伴う単価増等による「都市ガス」売上の増加、小売電力販売量の増加による「電
力」売上の増加等により、１，９０３億円増の１兆７，７７３億円となりました。 
 

営業費用は、年金数理差異償却額の減少があるものの、油価上昇影響等による都
市ガス原材料費の増加、小売電力販売量増に伴う電力営業費用の増加等により、
１，３２３億円増の１兆６，６１０億円となりました。 
 
これに持分法損益を加えたセグメント利益は、５６８億円増の１，１８７億円、 
経常利益は、５５９億円増の、１，１１５億円となりました。 
 

特別損益については、前期は１３３億円を計上しておりましたが、当期は、固定資
産売却益３４億円、投資有価証券売却益３０億円、を特別利益に、減損損失３２億
円を特別損失に計上し、特別損益としては３２億円の計上となりました。 
当期の減損損失は、将来の収益性が簿価を下回る見通しの国内事業の設備につ
いて計上したものです。 
 

この結果、親会社株主に帰属する当期純利益は、２１８億円増の７４９億円となりま
した 
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この決算のベースとなりました、ガス販売量の実績についてご説明します。 

 

ガス販売量は、全体では対前期で▲１億５千２百万ｍ3減の１５５億６千８百万ｍ3と
なりました。 

 

家庭用は、冬場の低気温による給湯需要増により、３.０％増の３５億７千万ｍ3となり
ました。 

 

業務用は、夏場の高気温による空調需要増により、０.５％増の２７億２千２百万ｍ3

となりました。 

 

工業用は、ほぼ前年同期並みの、７２億９千万ｍ3となりました。 

 

卸販売は、供給先の減少により、▲１１.８％、▲２億６７百万ｍ3減の１９億８千５百万
ｍ3となりました。 
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電力販売量は、全体で対前期２０億２百万ｋｗｈ増の１４６億５千６百万ｋｗｈとなりました。 

 

小売は、契約件数の増加により１０２．７％増の４５億６千９百万ｋｗｈ、卸販売は、 

▲３．０％減の１００億８千７百万ｋｗｈとなりました。 
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ビジョンベースでのガス販売量実績について、記載しています。 

 



セグメント別に売上高およびセグメント利益を前期との比較で記載しています。 

 

都市ガスセグメントの利益増４０１億円が、全体利益を押し上げています。 

 



各セグメントの利益増減について、対前期との比較で記載しています。 

 

都市ガスセグメントは、気温影響を起因とした販売数量増加等による粗利増に加え、
年金数理差異償却や、減価償却費等の固定費減により、４０１億円の増益となりま
した。 

 

電力セグメントは、小売件数増加に伴って販売量も増加し、５２億円の増益となりま
した。 

 

 



キャッシュフローの使途について、対前期との比較で記載しています。 



１７年度の株主還元について記載しています。 

 

期末配当金は１株当たり２７．５円とし、年間では１株当たり配当金５５円を予定して
います。 

 

加えて２００億円、８００万株を上限とした自己株式取得を１８年度中に実施します。
当社は従来より、配当に加え、消却を前提とした自己株式取得を株主還元策の一
つと位置づけ、総分配性向の目標を各年度６割程度としています。今期の配当支
払いと自社株消却を加えた株主総分配性向は、６０.２％となる予定です 
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１８年度の見通しについて、前年度との比較でご説明申し上げます。 
 
１８年度は、親会社株主に帰属する当期純利益ベースで、増収増益と見通しており
ます。なお、収支の前提となる経済フレームは、為替レートを１ドル１１０円、原油価
格を１バレル当たり６５ドルとしています。 
 
売上高は、１,７６７億円増の１兆９,５４０億円の見通しです。これは主として原料費
調整による販売単価の増により、ガスセグメントの売上高が９５５億円増加すること、
および、小売電力販売量増加に伴って電力売上高が４９７億円増加することによる
ものです。 
 
営業費用は、２,０００億円増の１兆８,６１０億円の見通しです。これは、主として原油
価格の上昇影響などによるガス原材料費の増、および年金数理差異・減価償却費
等の固定費増によりガスセグメントの費用が１，１１７億円増加すること、そして電力
販売量の増加によって費用が４７１億円増加することなどによるものです。 
 
この結果に持分法損益を加えたセグメント利益は、▲２１５億円減の９７２億円、経
常利益は▲１８５億円減の９３０億円の見通しです。 
 
親会社株主に帰属する当期純利益につきましては、固定資産売却益２９１億円を
加え、１３１億円増の８８０億円を見通しております。 
 
なお、原料価格の変動に伴うスライドタイムラグ未回収１１３億円と年金数理差異４６
億円を補正した、補正経常利益につきましては、１，０９０億円となっております。 
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ガス販売量の見通しについてご説明いたします。 

 

２０１８年度のガス販売量は、前提とする平均気温を平年並みとしたことによる家庭
用・業務用の販売量減少等により、合計で対前期で０.２％減の 

１５５億４千２百万ｍ3と見通しております。 

 

電力販売量の見通しは、小売件数増による販売量増により、合計で３．２％増の 

１５１億２千８百万kWhと見通しております。 

 

販売量の伸びが４億７千２百万kWhと、小幅にとどまっている点につきまして、若干
補足をさせていただきます。 

小売販売量の伸びを想定しておりますが、必要となる電源の多くを卸売分から振り
向けていることにより、全体としての伸びが抑えられた形になっております。 

 

加えて１８年度は、後ほどご説明しますが、発電量の減少が見込まれていることによ
り、結果として卸販売量が減少するため、全体としての伸びが抑えられた形になっ
ています。 
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ビジョンベースでのガス販売量見通しについて、記載しています。 

 

２段目のトーリングによるガス自家使用量について少々補足をさせていただきます。 

 

これは発電に用いるガス使用量ですが、ご覧いただきますとおり、６．１％減少しており
ます。発電所にて効率向上のための改造工事を行うこと、および送電の上位系統の工
事等の関係で、ルールに従いまして稼働を抑制する必要があることから、発電量が減
少することが理由です。 



セグメント別に１８年度の売上高、セグメント利益の見通しを、前年度との比較で記載
しています。 
 
１８年度より、セグメントを一部変更しております。主な変更ポイントは、資料に記載の
通りですが、「都市ガス」セグメントの名称を「ガス」セグメントに変更し、従来「エネル
ギー関連」セグメントに含まれていた「液化石油ガス」「産業ガス」「ＬＮＧ販売」を、 
「ガス」セグメントに移行しています。 
 
対前期比較において１７年度実績については、従来のセグメントの実績に加え、概
算値ではありますが新セグメントでの数値を記載し、増減は新セグメント概算値との
比較でお示ししております。 
 



ガスセグメントの▲１６２億円減益は、主に年金数理差異の償却負担増や減価償却
費増による固定費の増加によるものです。 

 

電力セグメントの２６億円増益は、主に小売り件数増による販売量増加によるもので
す。 

 

海外セグメントの３１億円増益は、上流事業の利益増、および前期減少していた持
分法適用会社の利益が増加するものです。 

 

エネルギー関連セグメントの▲６０億円減益は、器具分野における費用増、および
エンジニアリングソリューションにおける修繕費増が主な要因となっております。 

 

 



２０１８年度のキャッシュフローの使途について、記載しています。 



連結ベースの主要計数について、記載しています。 





経済フレーム感度表について、記載しています。 



１７年度から決算発表日までの主なプレスリリースについて、記載しています。 
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最近の取り組み２項目について、トピックスとして記載しています。 
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